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特別活動の変遷と教師の役割への一考察
―新学習指導要領における教師の適切な指導について―
高 橋　早 苗　　　鈎　治 雄
1．問題と目的
　特別活動は、学習指導領域の中で、教育課程の一領域とされているが、学校生活に
おいて多岐にわたる活動として、児童生徒の人間形成に深く影響を及ぼすものである。
主な内容としては、学級活動・ホームルーム活動、児童会活動・生徒会活動、クラブ
活動、学校行事など集団活動が基本となっているが、その活動を通して、個々の資質
や能力をどう育てるのかが課題である。
　近年、個人主義の浸透した社会の中で、個々の資質も高まっているが、半面、人間
関係の希薄さなど他者との距離感が掴めなくなり、コミュニケーション不全や他者へ
の配慮の欠如が指摘され、人間関係の形成において重要な課題を呈してきている。ま
た、学校でも深刻ないじめ問題や不登校など、児童生徒の心の荒廃や思いやりの欠如
といった人間関係の危機が懸念されている。
　そのような児童生徒の実態から、教育の場では集団活動やグループ学習などを通し
て、よりよい人間関係を形成すること、他者とのかかわりの中で自己理解を深めるこ
とが求められている。その重要な役割を担うのが特別活動である。特別活動における
話し合い活動や協働作業などの集団活動は、児童生徒の主体性や自発性を育て、他者
への理解や配慮、他者との人間形成、集団としての規範意識などの社会性を育てるの
に適した場である。それ故に、特別活動が人間関係の形成、信頼関係の構築に寄与す
るために、目的的に計画され実施される必要がある。
　新学習指導要領では、特別活動の特質を踏まえ人間関係形成、社会参画、自己実現
という、3 つの視点から個々の生き方や在り方に及ぼす資質や能力の育成目標を明確
にしている。一人一人の子供が集団の中で成長していく過程では、それを支える集団
も共に育ち、学級や学校の文化や風土を豊かにすることができる。個々の成長と集団
の質が相乗的に高められることが、特別活動におけるねらいの一つでもある。そうい
う意味で、新学習指導要領では、集団の指導だけに目を向けるのではなく、個々の資
質や能力の育成にも焦点が当てられている。
　特別活動の指導方法については、様々な意見があり、児童生徒の主体性を尊重する
ことと教師の指導の必要性が対立軸として見られてきたきらいがある。児童生徒の主
体性を優先することにより、活動が進展しなかったり、放任になってしまったりする
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ことも多々ある。また、教師の指導性が強いと、児童生徒の自主性を阻んでしまうと
いう弊害が生じることもある。そもそも、戦後の特別活動は、1947（昭和 22）年に
示された学習指導要領一般編（試案）の自由研究から始まる。これは、一人一人の創
造性を大切にし、個性を伸長させることを目的として取り組まれ、教師は後方支援と
いう形で指導する方法がとられていた。しかし、特別活動が教育課程の一領域に位置
づけられ、その意義が重要性を増すとともに、活動内容も児童生徒の成長だけでなく、
家庭・地域への波及効果も期待されるようになり、計画性、指導性など適切な指導が
求められ、教師のかかわりは、ますます重要になってきている。
　今回の学習指導要領の改訂では、教師の適切な指導について、具体的に示されてい
る。本論では、特別活動が教育課程の中でどのような変遷をたどりながら、今回の改
訂に至ったのか、また、その中で教師の役割がどのように変化してきたのかを見てい
きたい。それとともに、教師に求められる適切な指導とは何かを考察する中で、児童
生徒に寄り添う臨床的かかわりの必要性、児童生徒と共に成長する教師の反省的実践
家のモデルについて提案していきたい。
2．特別活動の変遷
　ここでは、学校教育の中における特別活動の役割や意義について確認するために、
学習指導要領における位置づけや内容の変化を追い、深見俊介 1、広岡義之 2、福本
みちよ 3、磯島秀樹 4 の先行研究を参考に整理した。
(1) 戦前の特別活動
　近代日本の教育の始点は、1872（明治 5）年の学制の発布である。さらに、翌月に
交付された小学教則によって、学校の教育内容に関する共通の基準が設けられ、教科
書の基準や教授法について定められ、教師はそれに基づいて指導を行うことになった。
学習内容は、教科指導が中心であり、特別活動は、明記されておらず、教科外の活動
として、行事などが実施されていた。主な行事としては、入学式や卒業式などの儀式
的行事、運動会などの体育的行事、修学旅行や遠足などの旅行的行事、学習発表会か
ら学芸会に発展した文化的行事、奉仕活動などがあげられる。行事は、国家主義の下、
主に集団規律と集団行動の訓練の場として用いられた。運動会は 1886（明治 19）年
頃から開催されるようになったが、当初は 1 校の就学人数が少なかったため、数校合
同で開催され、遠足運動と称されていた。後に、就学人数の増加とともに、運動会は
学校単位で行われるようになり、遠足は校外学習として切り離された。
(2) 戦後の特別活動
　特別活動は、指導要領に明記されるようになり、活動内容も変化してきた。それと
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ともに、表 1 に示したように名称も変化してきている。ここでは、戦後の特別活動の
内容や位置づけがどのように変化してきたのか、学習指導要領の内容を追いながら、
見ていきたい。
① 1947（昭和 22）年　学習指導要領一般編（試案）　
　戦後、教育基本法が制定され、学校教育における教科などの目標や指導内容が、学
習指導要領に示されるようになった。1947（昭和 22）年には、教育内容と目標が学
習指導要領一般編（試案）として文書化された。特別活動という名称は、まだ、現出
していないが、自由研究として教育活動の一領域に、体系的に明文化され、教育課程
の中に位置づけられた。これが、現在の特別活動の原型である。
　教育課程の内容と時間数は、表 2、３の通りであるが、自由研究は、児童の個性
を伸ばすために、「何かの時間をおいて、児童の活動をのばし、学習を深く進める」
（1947、学習指導要領一般編（試案））ことを目的に新設された。小学校では 4 年生
以上が必修科目として、年間に 70 ～ 140 時間、週に 2 ～ 4 時間が決められた。中学
校では、選択科目として、年間 35 ～ 140 時間、週に 1 ～ 4 時間とされた。
　
表 1　戦後における特別活動の名称の変遷
　 学習指導要領等 小学校 中学校 高等学校
1947（昭和 22）年 学習指導要領（試案） 自由研究 自由研究 　
1948（昭和 23）年 学習指導要領（試案） 　 　 自由研究
1949（昭和 24）年 中・高校への通達 　 特別教育活動 特別教育活動
1951（昭和 26）年 第 1 次改訂（試案） 教科以外の活動 特別教育活動 特別教育活動
1955（昭和 30）年 第 2 次改訂（高） 　 　 特別教育活動
1958（昭和 33）年 第 2 次改訂（小・中） 特別教育活動 特別教育活動 　
1960（昭和 35）年 第 2 次改訂（高） 　 　 特別教育活動
1968（昭和 43）年 第 3 次改訂（小） 特別活動 　 　
1969（昭和 44）年 第 3 次改訂（中） 　 特別活動 　
1970（昭和 45）年 第 3 次改訂（高） 　 　 各教科以外の教育活動
1977（昭和 52）年 第 4 次改訂（小・中） 特別活動 特別活動 　
1978（昭和 53）年 第 4 次改訂（高） 　 　 特別活動
1989（平成元）年 第 5 次（小中）第 5 次（高） 特別活動 特別活動 特別活動
1998（平成 10）年 第 6 次改訂（小・中） 特別活動 特別活動 　
1999（平成 11）年 第 6 次改訂（高） 　 　 特別活動
2008（昭和 20）年 第 7 次改訂（小・中） 特別活動 特別活動 　
2009（昭和 21）年 第 7 次改訂（高） 　 　 特別活動
（出典　2014 年、磯島秀樹）
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　自由研究の内容については、学習指導要領一般編（試案）の教育課程の中に、具体
的に示されている。（以下、要約）
・教科の学習では、児童の自発的な活動が発展した場合、一定の学習時間では、学
びたい欲求が満足させられない場合がある。
・自由な学びの場合、時としては、活動の誘導や指導が必要な場合もある。その場
合に時間を設定し、児童の活動をのばし、学習を深く進めることが自由研究のお
かれる理由である。
・自由研究の時間は、児童の個性を伸ばしていくための時間である。
・自由研究の場合、学年間を超えて、教師の指導の下に、同好のものが集まって学
習を進めるクラブ組織による活動を自由研究の時間とする。
・教師や学校長の考えによって、当番の仕事や学級の委員の仕事など学校や学級の
全体に対して担う責任ある活動も、自由研究の使い方の一つである。
　以上の記述から、自由研究の内容は、①個人の興味や能力に応じて行う自発的な学
習活動としての自由学習、②学年間を超えて、同好のものが集まって、学習を進める
クラブ活動、③当番の仕事や学級の委員の仕事など、学校・学級を支える活動の 3 つ
の形態が示された。この 3 つの形態の中でも、自由学習に重点が置かれていたが、後
表 2　小学校の教科課程と時間数
学年
教科 1 2 3 4 5 6
国　　語 175(5)
210
(6)
210
(6)
245
(7)
210-245
(6-7)
210-280
(6-8)
社　　会 140(4)
140
(4)
175
(5)
175
(5)
175-210
(5-6)
175-210
(5-6)
算　　数 105(3)
140
(4)
140
(4)
140-175
(4-5)
140-175
(4-5)
140-175
(4-5)
理　　科 70(2)
70
(2)
70
(2)
105
(3)
105-140
(3-4)
105-140
(3-4)
音　　楽 70(2)
70
(2)
70
(2)
70-105
(2-3)
70-105
(2-3)
70-105
(2-3)
図画工作 105(3)
105
(3)
105
(3)
70-105
(2-3)
70
(2)
70
(2)
家　　庭 　 　 　 　 105(3)
105
(3)
体　　育 105(3)
105
(3)
105
(3)
105
(3)
105
(3)
105
(3)
自由研究 　 　 　 70-140(2-4)
70-140
(2-4)
70-140
(2-4)
総 時 間 770(22)
840
(24)
875
(25)
980-1050
(28-30)
1050-1190
(30-34)
1050-1190
(30-34)
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に、クラブ活動と当番活動が、現在の特別活動に継承されていくことになる。
　この学習指導要領一般編（試案）の中において、指導に対して、地域の特性や学校
の実情、児童の実態に応じて、工夫が必要であり、「そういう工夫があってこそ、生
きた教師の働きが求められるのであって、型のとおりにやるのなら教師は機械にすぎ
ない。」、「たとえ教材が適切であっても指導の方法がよろしくなければ、とうていそ
の効果をあげることはできない。」と、教師が現場の経験に基づいて、適切な指導法
を工夫する重要さについても述べられている。
② 1949（昭和 24）年　『新制中学の教科と時間数』の改正について　
　自由研究については、教科書もなく、指導方法について理解を深めることができず、
教育現場では定着が困難であった。1949（昭和 24 年）に出された文部省通達「『新制
中学の教科と時間数』の改正」において、中学校・高等学校では、自由研究を廃止し、
新たに生徒の自発的活動を中心とする教科以外の活動を組織した特別教育活動の時間
を設けることになった。
表 3 中学校の教科課程と時間数
学年　　
　教科 7 8 9
必修科目
国　　語 175 (5) 175 (5) 175 (5)
習　　字 35 (1) 35 (1)
社　　会 175 (5) 140 (4) 140 (4)
国　　史 35 (1) 70 (2)
数　　学 140 (4) 140 (4) 140 (4)
理　　科 140 (4) 140 (4) 140 (4)
音　　楽 70 (2) 70 (2) 70 (2)
図画工作 70 (2) 70 (2) 70 (2)
体　　育 105 (3) 105 (3) 105 (3)
職　　業 140 (4) 140 (4) 140 (4)
（農業，商業，水産，工業，家庭）
必修科目計 1050 (30) 1050 (30) 1050 (30)
選択科目
外 国 語 35-140 (1-4) 35-140 (1-4) 35-140 (1-4)
習　　字 　35 (1)
職　　業 35-140 (1-4) 35-140 (1-4) 35-140 (1-4)
自由研究 35-140 (1-4) 35-140 (1-4) 35-140 (1-4)
選択科目計 35-140 (1-4) 35-140 (1-4) 35-140 (1-4)
総計
1050-1190
(30-34)
1050-1190
(30-34)
1050-1190
(30-34)
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③ 1951（昭和 26）年　学習指導要領第 1 次改訂（試案）
　小学校の自由研究は、1951（昭和 26）年の学習指導要領第 1 次改訂（試案）にお
いて、廃止された。小学校では、自由研究の中心的な課題であった個人の興味と能力
に応じた自由な学習は、各教科の指導が充実し、目的を果すことができるようになっ
たために特別な時間を設ける必要はないという理由で、発展的に解消された。ただ、
教科の学習以外に実際に学校で実施されていて、教育的価値がある諸活動は、教科以
外の活動という名称で教育課程に組み込まれた。教科以外の活動内容は、①児童会や
委員会、児童集会、奉仕活動などの学校全体の経営活動に協力参加する活動、②学級
会などの学級を単位とした活動、委員会、クラブ活動が提示された。中学・高等学校
では、前回の通達による特別教育活動として、教育課程に位置づけられた。具体的な
内容として、学級会、ホームルーム、生徒会、クラブ活動などが提示された。学校で
は、児童会や児童委員会、学級では学級会や学級委員会が実施されるようになり、ク
ラブ活動も行われるようになったが、試案に法的拘束性はなく、実施に当たっては、
各学校の教師や校長に任され、学校間による取り組みの差も生じていた。
　
④ 1958（昭和 33）年　学習指導要領第 2 次改訂
　この改訂において、学習指導要領は試案ではなく、教育課程の基準として文部大臣
（当時）が公示する文部省告示となり、法的拘束力を持つようになった。この学習指
導要領において、小学校では、教科以外の活動が廃止され、特別教育活動が一領域と
して設けられた。名称も、小学校、中学校、高等学校とも、特別教育活動に統一され、
教育課程の一領域として確立し、目標や内容が明確にされたのである。小学校の目標
は、①児童の自発的、自治的な活動を通して、自主的な生活態度を養い、社会性の育
成を図る、 ②所属する集団の運営に積極的に参加し、その向上発展に尽すことができ
るようにする、③実践活動を通して、個性の伸長を図り、心身ともに健康な生活がで
きるようにすることとされ、内容は児童会活動、学級会活動、クラブ活動などを行う
ものとされた。中学校の目標は、①生徒の自発的・自治的な活動を通して、楽しく規
律正しい学校生活を築き、自主的な生活態度や公民としての資質を育てる、②健全な
趣味や豊かな教養を養い、余暇を活用する態度を育て、個性の伸長を助ける、③心身
の健康の助長を図るとともに、将来の進路を選択する能力を養うことであり、内容は
生徒会活動、クラブ活動、学級活動などを行うものとされた。高等学校の目標は、生
徒の自発的な活動を通して、個性の伸長を図り、民主的な生活のあり方を身につけさ
せ、人間としての望ましい態度を養うことであり、内容は、ホームルーム、生徒会活
動およびクラブ活動であった。また、同年の学校教育法施行規則の改正により、教育
の領域は小学校、中学校では教科、道徳、特別教育活動、学校行事の 4 領域から編成
されることになった。高等学校は、道徳を除く 3 領域から編成された。
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⑤ 1968 ～ 1970（昭和 43 ～昭和 45）年　学習指導要領第 3 次改訂
　第 3 次改訂では、特別教育活動と学校行事等が統合されて特別活動に名称が変更さ
れた。それまでの特別教育活動および学校行事等の内容は多岐にわたっているので、
これらを精選し、人間形成のうえから重要な教育活動を総合して、新たに特別活動と
して見直された。現在用いられている特別活動という名称は、この改訂により、小学
校、中学校とも共通して用いられるようになった。内容は、小学校は、児童活動、学
校行事、学級指導からなり、中学校は、生徒活動、学校行事、学級指導からなるもの
とされた。児童活動の内容は、それまでの特別教育活動の内容を精選して、児童会活
動、学級会活動およびクラブ活動とした。学校行事は、儀式、学芸的行事、保健体育
的行事、遠足的行事および安全指導的行事とした。学級指導は、児童活動および学校
行事以外の学校給食、保健指導、安全指導、学校図書館の利用指導、その他学級を中
心として指導する教育活動を、主な内容として新設された。高等学校は、1970（昭和
45）年の改訂で、各教科以外の教育活動として、ホームルーム、生徒会活動、クラブ
活動、学校行事が定められた。
　
⑥ 1977（昭和 52）年　学習指導要領第 4 次改訂
　1977（昭和 52）年の第 4 次改訂では、小学校、中学校、高等学校の一貫性が求め
られており、高等学校でも特別活動の名称が用いられるようになった。これで、すべ
ての学校で特別活動の名称が統一されることになった。
　活動内容には、ほぼ変化はなかったが、小学校では奉仕の精神、中学校では社会奉
仕が追加され、勤労・生産的な取り組みも増えはじめた。また、この改訂ではゆとり
のある充実した学校生活を実現すること、学校や教師の独自の取り組みや創意工夫等
も求められた。
　
⑦ 1989（平成元）年　学習指導要領第 5 次改訂
　第 5 次改訂では、科学技術の進歩や経済的発展など社会が大きく変化し、情報化、
国際化、多様化する中で、21 世紀を目指し社会の変化に自ら対応でき、心豊かな人
間の育成を図ることを基本的なねらいとして教育内容の見直しが行われた。自ら学ぶ
児童生徒の育成として、新しい学力観が提示され、関心・意欲・態度が学力の一つと
して位置づけられた。また、ゆとり教育の一層の充実が求められ、学習においては基
礎・基本が重視された。児童の発達段階や教科等の特性に応じた内容に配慮し、道徳
を中心にして各教科や特別活動においても、それぞれの特質に応じて、内容や指導方
法の改善が図られることとなった。特別活動においては、学級会活動と学級指導が統
合され、学級活動が新設された。小学校では、学級活動・児童会活動・クラブ活動・
学校行事になり、中学校では、学級活動・生徒会活動・クラブ活動・学校行事となり、
高等学校では、ホームルーム活動・生徒会活動・クラブ活動・学校行事となり、現代
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の領域に近づいてきた。学級活動、ホームルーム活動は、健全な生活態度の育成に資
する活動として意義づけられ、集団への所属感と体験的活動が重視された。勤労・生
産的行事は、勤労生産・奉仕的行事に変更され、ボランティア活動も取り入れられる
ようになった。
　
⑧ 1998（平成 10）年　学習指導要領第 6 次改訂
　第 6 次改訂では、生きる力が重視され、その要素として、課題発見、問題解決思考、
主体的判断などの資質や能力、協調性や思いやりなどの豊かな人間性、たくましく生
きるための健康や体力があげられた。自主的で実践的な態度を育成する観点からも、
ゆとり教育がさらに重視された。学校完全週 5 日制の実施とともに、総授業時数の内
容量の 3 割削減など、教育内容の大幅な見直しがなされた。反面、時代の要請に応え
るために、総合的な学習の時間が新設され、国際理解や情報、環境問題や福祉につい
ての学習も開始することになった。
　特別活動では、中学校、高等学校におけるクラブ活動が削除され、現在の学級活
動・生徒会活動・学校行事の 3 領域になった。小学校では、クラブ活動は、継続され
4 領域であった。
　
⑨ 2008（平成 20）年　学習指導要領第 7 次改訂
　第 7 次改訂は、教育基本法の改正により明確になった教育の目的を踏まえて行われ
た。学力においては、ＰＩＳＡ等の国際学力調査結果から、ゆとり教育の影響とし
て懸念された学力低下の問題が浮上してきた。このため、確かな学力を目指し、時
間数等の見直しが行われた。第 7 次改訂では、特別活動の目標として、小学校、中学
校、高等学校ともに、「集団の一員としてよりよい生活や人間関係を築こうとする自
主的、実践的な態度を育てる」と記載され、人間関係というキーワードが数多く用い
られ、人間関係の構築が大事な目標として位置づけられた。この背景には、不登校や
いじめなどの教育問題があると考えられる。また、小学校の学習指導要領第 7 次改訂
には、「自然体験や社会体験などの体験活動を充実するとともに、体験活動を通して
気付いたことなどを振り返り、まとめたり、発表し合ったりするなどの活動」を取り
入れることが明記され、言語活動の充実が特別活動でも求められた。
　
　ここでは、戦前から現代にかけての特別活動の変遷を、学習指導要領の改訂の内容
とともに見てきた。戦前は、特別活動の明記はなかったが、集団行動や儀式、行事を
通して国家主義的な意図のもとに組み込まれていた。戦後は、民主化とともに、自主
的・自律的活動として位置づけられてきたが、社会の変動とともに、児童生徒に求め
られる資質が変化し、特別活動においても、様々な変遷があった。特別活動は、自由
研究を淵源とし、基本的には、児童生徒の自主的自発的な活動を軸としてきたが、時
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代の要請とともに、教師のかかわりも変化してきている。とくに 1958（昭和 33）年
の学習指導要領の改訂以後、学校、教師の計画・指導の下で行うべき活動に転換され
た。このような歴史的変遷を踏まえたうえで、今回の改訂の特徴を捉え特別活動を指
導するうえでの、教師の役割について探っていきたい。
3．新学習指導要領（2017 年 3 月公示）における特別活動の改訂のポイント
　学習指導要領は、およそ 10 年ごとに改訂され、今回、第 8 次改訂が行われる。改
訂の予定は、幼稚園は平成 30 年度から、小学校は平成 32 年度から、中学校は平成
33 年度から、新たな学習指導要領等に基づき全面実施される。高等学校では、平成
30 年度に改訂を行い、平成 34 年度から実施される予定である。改訂に当たっては、
児童生徒の実態や状況に応じて社会の変化に対応できる資質を育成するように目指す
方向性が示されている。改訂に先立ち、2016（平成 28）年 12 月 21 日に中央教育審
議会による「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善及び必要な方策等について（答申）」が発表され、新学習指導要領は 2017（平
成 29）年 3 月に公示されている。
　改訂にあたっては、子供たちの現状について、全国学力・学習状況調査の質問紙調
査の結果から課題が見出されている。学力全体について、改善されているが、学ぶ意
義や楽しさの実感の不足、情報化社会の発展に即した情報処理能力やリテラシーの
不足、豊かな心や人間性を育んでいくための機会の不足が指摘されている 5。そのう
えで、子供たち一人一人の成長を支え可能性を伸ばす視点の重要性が訴えられている。
特別活動においては、学級会などの話し合いを通して、学級文化、学校文化が機能し
ており、協働性や寛容さが育ち、集団への所属感や連帯感が育まれていると評価され
ている。だが、特別活動として目指すべき資質・能力は何かという問題と、それをど
のような学習過程を通して身に付けさせるのかという点が不明確であるとの指摘もあ
る。そこで、今回の改訂では、特別活動の目標として、児童生徒の目指すべき資質・
能力について、明確に示され、指導方法についても具体例が示されている。
　
(1) 学習指導要領における位置づけと内容
　教育課程は、小学校では、各教科、道徳、外国語活動、総合的な学習の時間及び特
別活動から構成されている。中学
校は、各教科、道徳、総合的な学
習の時間及び特別活動から構成さ
れている。特別活動の名称は歴史
とともに変化してきているが、中
学校、高等学校とも、1949（昭和
表 4　特別活動の内容
小学校 中学校 高等学校
学級活動 学級活動 ホームルーム活動
児童会活動 生徒会活動 生徒会活動
学校行事 学校行事 学校行事
クラブ活動
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24）年から、小学校は 1951（昭和 26）年の学習指導要領改訂から、教育課程の一領
域として位置づけられてきた。それとともに、各教科との関連も図りつつ計画される
ことが求められている。特別活動の内容としては、表４に示す通り、小学校では 4 領
域、中学校、高等学校では 3 領域とされている。
(2) 新学習指導要領における目標
　特別活動の目標の変化について、小学校を例にとって、現行の学習指導要領と比較
すると以下のようになる。
　
　　現行学習指導要領における特別活動の目標
　（2008 年 3 月　文部科学省）
　　新学習指導要領における特別活動の目標　
　（2017 年 3 月　文部科学省）
　望ましい集団活動を通して、心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図
り、集団の一員としてよりよい生活や人間関係を築こうとする自主的、実
践的な態度を育てるとともに、自己の生き方についての考えを深め、自己
を生かす能力を養う。（筆者下線）
　集団や社会の形成者としての見方・考え方を働かせ、様々な集団活動に自
主的、実践的に取り組み、互いのよさや可能性を発揮しながら集団や自己の
生活上の課題を解決することを通して、次のとおり資質・能力を育成するこ
とを目指す。
(1) 多様な他者と協働する様々な集団活動の意義や活動を行う上で必要とな
ることについて理解し、行動の仕方を身に付けるようにする。
(2) 集団や自己の生活、人間関係の課題を見いだし、解決するために話し合い、
合意形成を図ったり、意思決定したりすることができるようにする。
(3) 自主的、実践的な集団活動を通して身に付けたことを生かして、集団や
社会における生活及び人間関係をよりよく形成するとともに、自己の生き
方についての考えを深め、自己実現を図ろうとする態度を養う。
（筆者下線）
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　このように、新学習指導要領では、目指すべき資質・能力について具体的に示され、
人間関係形成、社会参画、自己実現という 3 つの視点が示された。これまでの特別活
動で求められてきた、望ましい集団活動、よりよい生活や人間関係についても、目指
すべき内容が明示されている。望ましい集団活動とは、多様な他者と協働する様々な
集団活動であり、そこには、文化や価値観、異年齢など、個々の差異を認め、尊重し
合える集団形成という願いが込められている。よりよい生活や人間関係とは、互いの
よさや可能性を発揮できる関係であり、それは、他者の個性を認め、尊重することで
自分の個性も尊重されるという相互信頼に基づいた人間関係である。
　そのために、各教科等の特質に応じた見方・考え方を特別活動の中で実践的に用い
ることにより、学びに向かう学習集団が形成されるという 1 つのモデルを示している。
特別活動の特色の 1 つは、話し合い活動が重視されている点である。話し合い活動の
場では、発表した自分の考えが他者に受け入れられたり、他者の考えを受け入れ、新
たな考えに結びついたり深めたりすることができる。他者と自己の価値観や信念の擦
り合わせを通して、多面的・多角的な発想が生まれ、集団の合意が形成され、意思決
定がなされる。また、特別活動は、学級・学年だけでなく異年齢の子供や障がいのあ
る児童生徒、地域の人など交流の幅も広い。その多様な人間模様の中での対話、協働
作業は、新たな気づきを得ることができ、自己の存在を見つめ直すことにもなる。
　特別活動において育成を目指す個人の資質・能力は、上記の 3 つの目標とともに、
知識・技能、思考力・判断力・表現力等、学びに向かう力・人間性等という 3 つの能
力と兼ね合わせて表５のように整理されている。
　この活動を通して得られた資質・能力が各教科に対して、主体的・対話的で深い学
びの実現に役立つよう、特別活動での役割が期待されている。特別活動は、児童生徒
同士の話し合い活動や、児童生徒の自主的・実践的な活動を特質としているため、主
体的・対話的で深い学びを実現するために、特別活動においても授業形態や取り組み
方法の工夫がなされなければならない。特別活動の学習過程において、課題の設定が
大切であるが、それは、学級や学校の日常の集団生活の中から主体的に見出されるも
のであり、その課題の設定が、実践、活動の振り返りという一連の活動になることに
よって、次の課題発見になるというスパイラルな学びとなり、自己との対話的な深い
学びにつながっていく。また、特別活動は、教育課程外も含め学級・学校文化の形成
等を通じて学校全体の目標の実現につなげていく役割を担っており、これらをバラン
スよく果たすことが求められている。
　今回の改訂では、各教科においても、見方・考え方を意識したカリキュラムの構
築が求められているが、特別活動における見方・考え方では、「各教科等における見
方・考え方を総合的に働かせて、集団や社会における問題を捉え、よりよい人間関係
の形成、よりよい集団生活の構築や社会への参画及び自己の実現に関連付けること」
（新学習指導要領、2017）としている。各教科等における学びを実際の場面で総合的
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に活用して実践する時間が特別活動の時間であるとともに、特別活動の学びが各教科
等の学習を行う上での土台になるように、教科と特別活動が往還的に関係することが
求められている。さらに、教育課程外の活動として社会に開かれた教育課程としても
位置付けられている。
4．教師の役割
　特別活動は、児童生徒の主体的な取り組みを目標としているが、その前提としてよ
り良い集団形成がなされているかということが重要である。そのためには、子供同士
の関係、また教師と子供との信頼関係を育てることが必要となる。一人一人が信頼と
安心の集団の中にあってこそ、個性が尊重され、自発的な思考や活動が生まれ、相互
の学びに発展していく。しかし、様々な社会事象や意識調査などから、現代の子ども
たちの特徴として、意欲の低下、自己肯定感の低さ、コミュニケーション不全による
人間関係の希薄さが指摘されている。したがって、特別活動に取り組む中でも、教師
の適切な指導や自主性をはぐくむサポート、介入が必要となってくる。
　教師の役割については、学習指導要領の中でも、児童生徒の自主性か教師の指導的
役割かで、変遷がみられる。
表 5　特別活動において育成を目指す資質・能力の整理　
知識・技能 思考力・判断力・表現力等 学びに向かう力・人間性等
高等学校
○ 多様な他者と協働
する様々な集団
活動の意義の理
解。
○ 様々な集団活動を
実践する上で必
要となることの
理解や技能。
○ 所属する様々な集団や自
己の生活上の課題を見い
だし、その解決のために
話し合い、合意形成を
図ったり、意思決定した
り、人間関係をよりよく
構築したりすることがで
きる。
○ 自主的・実践的な集団活動を
通して身に付けたことを生か
し、人間関係をよりよく構築
しようとしたり、集団生活や
社会をよりよく形成しようと
したり、人間としての在り方
生き方についての考えを深め
自己の実現を図ろうとしたり
する態度。
中学校
○ 多様な他者と協働
する様々な集団
活動の意義の理
解。
○ 様々な集団活動を
実践する上で必
要となることの
理解や技能。
○ 所属する様々な集団や自
己の生活上の課題を見い
だし、その解決のために
話し合い、合意形成を
図ったり、意思決定した
り、人間関係をよりよく
構築したりすることがで
きる。
○ 自主的・実践的な集団活動を
通して身に付けたことを生か
し、人間関係をよりよく構築
しようとしたり、集団生活や
社会をよりよく形成しようと
したり、人間としての生き方
についての考えを深め自己の
実現を図ろうとしたりする態
度。
小学校
○ 多様な他者と協働
する様々な集団
活動の意義の理
解。
○ 様々な集団活動を
実践する上で必
要となることの
理解や技能。
○ 所属する様々な集団や自
己の生活上の課題を見い
だし、その解決のために
話し合い、合意形成を
図ったり、意思決定した
り、人間関係をよりよく
構築したりすることがで
きる。
○ 自主的・実践的な集団活動を
通して身に付けたことを生か
し、人間関係をよりよく構築
しようとしたり、集団生活を
よりよく形成しようとしたり、
自己の生き方についての考え
を深め自己の実現を図ろうと
したりする態度。
中央教育審議会答申、別添 17–1　　2016.12
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　1947（昭和 22）年の「学習指導要領一般編（試案）」においては、「児童がひとり
でその活動によって学んで行くことが、なんのさしさわりがないばかりか、その方が
学習の進められるのにも適当だということもあろうが、時としては、活動の誘導、す
なわち、指導が必要な場合もあろう。」と、児童生徒の主体性を重んじつつも、教師
の指導も大切であるとしている。
　1951（昭和 26）年の学習指導要領第 1 次改訂（試案）では、自由研究の名称は廃
止され、特別教育活動に改められたが、自由研究の方針は継承され、教師の指導は必
要であるが最小限度にとどめるべきであるとされていた。しかし、1958 年の改訂では、
学校教師の管理下に置くべきであると、教師の指導性を強調する方向に転換された。
2008（平成 20）年の第 7 次改訂では、生きる力が求められる時代背景の中で、子供
にとって大切なのは関心・意欲・態度であり、子供の個性を尊重することが大切であ
り、指導するよりも支援を優先するように、教師の支援的役割が強調され、教師の指
導と子供の自主性が相反するような解釈もされた。
　しかし、国際的に日本の生徒の学力低下が指摘され、第 7 次改訂への批判が高ま
り、指導方針の修正を余儀なくされる中、特別活動においても、今回の第 8 次改訂で
は、休み時間や給食の時間、放課後等を含めた学校教育全体を見渡して、教員が意図
的、計画的に指導を行うことも大変重要であると、教師の指導性をうたっている。こ
のように学習指導要領の変遷を見ていくと、児童生徒の主体性と教師の指導性の兼ね
合いで、揺れ動いていることがうかがえる。子供の自主性は、初めから備わっている
わけではなく、活動を通して育んでいくものであるが、子供の実態に即して、課題を
達成させるという困難さがある。そのため、教師の指導性が必要となるが、それが逆
に、子供の自主性を阻むという側面も生じる。そこで、現代問われている教師の在り
方について、教師の適切な指導や支援、介入の仕方、教師の姿勢についてまとめてい
きたい。
　
(1) 教師の適切な指導と介入
　小学校の新学習指導要領には、内容の取扱いについての配慮事項として、「学級活
動、児童会活動及びクラブ活動の指導については、指導内容の特質に応じて、教師の
適切な指導の下に、児童の自発的、自治的な活動が効果的に展開されるようにするこ
と。」（新学習指導要領、2017）とある。
　教師の適切な指導として、まず、第 1 に考えられるのは、発達段階を考慮した指導
である。特別活動は、児童の自発的、自治的な活動を目的としてなされるものであり、
主体は児童であることを明確にしている。しかし、効果的に展開するために、教師の
適切な指導の必要性も認めている。小学校には、1 年生から 6 年生までの児童がおり、
年齢幅が広く、発達の差も大きい。したがって、教師は児童の発達段階や集団の成
熟度などを考慮して、適切な指導、働きかけが必要である。特に低学年では教師の指
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導が重要である。小学校 1 年の入学時や新年度の学級づくりの時期では、学級として
のまとまりや所属集団における活動のルール作りなどが、まだ十分に育っているとは
いえない。その段階では、教師のねらいを明確にして活動を進め、道筋を作っていく、
誘導的な指導が考えられる。
　小学校における各学年段階のめやすは、表６のように、低学年、中学年、高学年に
分けて、具体例が挙げられている。低学年においては、学校生活の基本となる集団の
規則を身につけ、協調的に活動できるように指導し、個々の達成課題を明確にする必
要がある。中学年では、基本的な経験をもとに、自分で考えて行動するとともに、自
分の特長に気づき、自分の良さを集団の中で生かそうとする実践力を身につけるよう
表 6　各学年段階における指導のめやす　
話し合い活動（学級会） 係活動 集会活動
低学年
○ 教師が司会の役割を受け
持つことから始め、少
しずつ児童がその役割
を担うことができるよ
うにしていく。
○ 話し合いの約束に沿って
友達の意見をよく聞いた
り、自分の意見を言える
ようにしたりして、合意
形成できるようにする。
○ 入門期には、学級生活に
とって必要な仕事を見
付け、自分から進んで
取り組めるようにする。
○ 当番的な活動から始め、
少しずつ創意工夫でき
る係の活動を見付けら
れるようにする。
○ 少人数で構成された係で
仲良く助け合って活動
し、学級生活を楽しく
することが出来るよう
にする。
○ 入門期には、教師が主導
して楽しい集会活動を
多く経験できるように
する。
○ 児童が集会の内容を選
択し、簡単な役割や準
備をみんなで分担して、
誰とでも仲よく集会活
動を楽しむことが出来
るようにする。
中学年
○ 教師の適切な指導の下に
児童が活動計画を作成
し、進行等の役割を輪
番で受け持ち、より多
くの児童が司会等の役
割を果たすことが出来
るようにする。
○ 理由を明確にして意見
を言えるようにしたり、
異なる意見も受け入れ
たりして、楽しい学級
生活をつくるために合
意形成できるようにす
る。
○ 様々な活動を整理統合し
て児童の創意工夫が生
かせるような係活動と
して組織できるように
し、協力し合って楽し
い学級生活をつくるこ
とができるようにする。
○ 朝や帰りの時間などを生
かして、積極的に取り
組むことができるよう
にする。
○ ねらいを明確にして、創
意工夫を加え、より多
様な集会活動に取り組
むことができるように
する。
○ 計画や運営、準備などに
おける役割を、より多
くの児童が分担し、協
力し合って楽しい集会
活動をつくることがで
きるようにする。
高学年
○ 教師の助言を受けながら、
児童自身が活動計画を
作成し、話し合いの方
法などを工夫して効率
的、計画的に運営する
ことができるようにす
る。
○ 学級のみならず学校生活
にまで目を向け、自分の
言葉で建設的な意見を述
べ合えるようにし、多様
な意見のよさを生かして
楽しい学級や学校の生活
をつくるためよりよい合
意形成を図るようにする。
○ 自主的、実践的に係活動
を進めたり、自分のよ
さを生かせる係に所属
したりして、継続的に
活動できるようにする。
○ 高学年にふさわしい創意
工夫のできる活動に重
点化するなどして、信
頼し支え合って、楽し
く豊かな学級や学校の
生活をつくることがで
きるようにする。
○ 児童会活動やクラブ活動
の経験を生かして、学
級生活を楽しく豊かに
するための活動に取り
組めるようにする。
○ 話し合い活動によって、
互いのよさを生かした
り、反省を生かしたり
して、信頼し支え合っ
て創意工夫のある集会
活動をつくることがで
きるようにする。
小学校学習指導要領解説 特別活動編
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に指導していく必要がある。高学年では、自分で目標を定め、自己を振り返り、目標
を修正しつつ粘り強く達成しようとするとともに、他者への配慮や認め合いも大切に
指導していく。
　また、話し合い活動では、低学年では、教師の助言を受けながら発表の仕方や意見
の聞き方など基本的な話し合いの進め方を身に付けることができるよう配慮する。特
に入学当初の時期においては、教師が見本を見せて教えていくことも大切である。話
し合いが円滑に進められるようになってきた段階では、児童生徒が自主的、実践的に
課題に取り組んでいく中で、教師は共に考え、解決していこうとする姿勢に移行する
ことが望ましい。
　第 2 としては、児童生徒の実態を把握し、実態に即して、指導を段階的に進めてい
くことである。指導計画が立派であっても、対象となる児童生徒の実態に対応してい
なければ、絵に描いた餅になってしまう。リーダー性の備わった児童生徒がいる集団
か全体的に消極的な集団かの違いや、協力し合える雰囲気があるかどうかなどで、取
り組みも異なってくる。そこで、大目的だけでなく、それに至る小目的を設定し、児
童生徒の活動を段階的に進めていく。児童生徒に任せられることは任せ、経験を積み
重ねさせ、児童生徒が育つのを待つ、育てる指導といえる。ここでは、教師の介入も
必要になってくる。
　話し合い活動の取り組みの例として、課題の発見・確認→解決方法の話し合い→解
決方法の決定→決めたことの実践→振り返りの過程があげられている。課題の発見・
確認では、教師が、身近な事柄から共通の問題を取り上げ、題材を設定して、それぞ
れの児童生徒が自己にかかわる問題として受け止められるよう配慮し、自分の問題と
して取り組めるようにする。解決方法の話し合い、解決方法の決定では、一人一人の
意見が出しやすい雰囲気の中で話し合いが行われるように配慮し、その場の雰囲気や
多数決で安易に決定するのではなく、少数意見の考えも考慮して、納得して合意でき
るように誘導していく。決めたことの実践では、決定した内容を明確にし、皆が理解
して、協力して実践できるように促す。さらに重要なのが、振り返りである。教師が、
時間や機会を工夫し、振り返りを意識づけることで、活動のチェック機能が習慣化す
る。振り返ることで、自己や学級全体の自己評価をすることができ、それが次の課題
への問題提起になり、一つ一つの活動が体験として子供の中に定着していくのである。
活動の主体は、児童生徒であるが、自発的に取り組めるように、それぞれの段階での
教師の適切な介入が求められる。
　児童生徒の実態把握として、学級アセスメントを用いることも一つの方法である。
学級アセスメントとしては、Ｑ－Ｕ、Ｙ－Ｐアセスメントシート、ASSESS などの質
問紙による調査がある。
　Ｑ－Ｕ（QUESTIONNAIRE-UTILITIES）とは、『楽しい学校生活を送るための
アンケート』であり、「やる気のあるクラスをつくるためのアンケート」と「いご
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こちのよいクラスにするためのアンケート」という、 2 つの心理テストから構成さ
れている。これに、ふだん（日常）の行動をふり返るアンケートを加えたものが、
hyper- ＱＵである。このテストの構成は、学校生活意欲尺度と学級満足度尺度である。
hyper- ＱＵでは、ソーシャルスキル尺度が加わる。対象は小学生から高校生までの
テストが開発されている。学校生活意欲尺度では、友人との関係、学習意欲、教師と
の関係、学級との関係、進路意識が把握できる。学級満足度尺度では、友達や教師か
ら認められているかという承認といじめなどを受けていないかという被侵害の状態が
把握できる。さらに、ソーシャルスキル尺度では、対人関係の基本的なマナーやルー
ルが守られているかという配慮と人とかかわるきっかけや関係の維持、感情交流の形
成ができているかというかかわりを見ることができる。このアセスメントでは、まず、
一人一人の学級生活の満足度や意欲などの個人についての状況、学級集団の雰囲気や
学級の成熟度など学級集団の状況、学級集団における児童生徒の相対的位置を把握す
ることができる。それらから、学級集団全体の状態を把握し、学級経営の課題を発見
することができる。また、一人一人の意欲・満足感などを理解し、適切な支援方法や
対応方法を知ることができる。
　子供の社会的スキルの実態を把握し課題を発見する目的で、横浜市教育委員会で開
発されたものに、横浜プログラムにおけるＹ－Ｐアセスメントシートがある。Ｙ－Ｐ
アセスメントシートは、①複数の教師で行う学級風土チェックシート、②子どもが自
分自身について回答する学校生活についてのアンケートから構成されている。学級風
土チェックシートは、横浜プログラムの自分づくり・仲間づくり・集団づくりという
3 視点から構成され、公正・寛容・自己表現・配慮・課題遂行・合意形成の 6 領域に
ついて学級担任だけでなく学年に所属する教師や養護教諭など複数の目によって、一
人一人について多面的な評価を行うものである。複数の目を通すことで、担任や教科
担任だけでは、気が付かない子供の面に気付き、課題を発見することができる。学校
生活についてのアンケートは、自分自身に関すること（10 項目）、自分の学校生活に
関すること（12 項目）、学級での居心地感に関すること（4 項目）で計 26 項目からな
る質問紙である。このアセスメントシートは、インターネット上で公開されていて、
入力すると、学級の分布図や個人のプロフィールが作成でき、学級や個人の実態を分
析することができる。図 1 は、Ｎ中学で以前に行ったＹ－Ｐアセスメントシートの分
布図である。図中の数字は、生徒個人の学級での位置を表し、独りよがり身勝手群、
いきいき群、投げやりアパシー群、ピアプレッシャー対人過敏群のどこに属してい
るかを見ることができる。この分布図から、学級の実態も見ることができ、図 1 では、
生徒が中心に集まっていることから、学級としてのまとまりはあるが、いきいき群
に比べて、投げやりアパシー群がやや多く、学級をまとめるには、強いリーダーシッ
プが必要と判断される。そこで、全体として前向きな取り組みをしていくには、教師
の支援や仕掛けが重要になってくるという方向性が見える。個人としては、2 番や 36
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番の生徒は、特に支援が必要と思われる。図 2 は、2 番の男子中学生のプロフィール
である。この生徒の見立ては、自己効力感、自尊感情の項目が低く、共感配慮や自己
表現も低いことから自分づくり、仲間づくりにおいて支援が必要であることがうかが
える。不安傾向は高いが、学級の居心地感は普通なので、行事や学級活動を通して認
められ体験を重ねることで、自己受容や共感性が高まり、不安を軽減することができ
ると考えられる。このようにして、教師の支援の方向性を見出すことができる。また、
学級風土チェックシートと合わせてみることで、他の教師とも情報の共有ができ、学
級だけでなく、授業や他の場面でも支援を重ねることによって、より効果的な指導が
行えると考えられる。
　ASSESS とは、Adaptation Scale for School Environments on Six Spheres の略で
あり、学校環境適応感尺度のことで、小学生から高校生までを対象に開発されている
34 項目の質問紙である。学校の適応感を生活満足感、学習的適応、対人的適応の 3
つの観点からを捉え、さらに対人的適応を教師サポート、友人サポート、向社会的ス
キル、非侵害的関係に分け、①生活満足感、②教師サポート、③友人サポート、④向
社会的スキル、⑤非侵害的関係、⑥学習的適応の 6 領域から、児童生徒の適応感を包
括的、多面的に把握し、支援方法を探っていくものである。
　児童生徒の実態把握には、これらのアセスメントシートを有効に使うとともに、日
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ごろから児童生徒の様子に気を配り、観察していくことで、細かい把握ができるとい
える。
(2) 臨床的教師のかかわり
　特別活動は、主に集団を単位として行われる活動であるが、集団とは単なる個人の
集合ではなく、個性を持った一人一人を尊重しつつ調和のとれた集合体である。特
別活動における指導とは、集団を優先するか個人を優先するかという二者択一の問
題ではなく、車の両輪のように両者が機能してこそ、活かされるものである。その点
について、新学習指導要領の内容の取扱いにおける配慮事項として次のように、提示
されている。すなわち、「学校生活への適応や人間関係の形成などについては、主に
集団の場面で必要な指導や援助を行うガイダンスと、個々の児童の多様な実態を踏ま
え、一人一人が抱える課題に個別に対応した指導を行うカウンセリング（教育相談を
含む。）の双方の趣旨を踏まえて指導を行うこと」（新学習指導要領、2017）という点
である。児童生徒が、学校生活に適応し、円滑な人間関係を形成するためには、集団
に対して行われるや指導や援助であるガイダンスと、児童生徒一人一人の実態や課題
に即して行われるカウンセリングという、全体と個に目配りをした、教師の丁寧なか
かわりが、今後の特別活動に求められているのである。
　カウンセリングは、相手に寄り添い、心の声に耳を傾ける臨床的なかかわりである。
そもそも臨床という言葉は、英語ではクリニック（clinic）であり、病床というイメー
ジがあるが、もともとは、ギリシア語のクリニコス（clinicos）に由来するといわれて
いる。クリニコスは傾けることや横にする、もたれかかることを意味するクリーネイ
ン（clinein）に派生する形容詞であり、寄り添うことを意味していた。臨床的な教師
のかかわりとは、教師の指導や教材に児童生徒を合わせるのではなく、児童生徒の実
態や願いに応じて課題を発見して、児童生徒の反応を大切にしつつ指導を進めていく
ことであり、寄り添うかかわりである。その過程においては、児童生徒と教師との間
に、ラポールによるコミュニケーションが成立していることが重要である。ラポール
とは、臨床心理学におけるカウンセラーとクライアントの信頼に基づいた心の通い
合った状態をいう。信頼関係は、特別活動の場面だけでなく、学校生活の中での様々
なかかわりによって形成される。教師が児童生徒の一人一人の成長を願い、関心を
持って接して、言葉をかけたり、相談に乗ったりする中で、徐々に育まれていくもの
である。そのような信頼に基づいた教師と児童生徒との関係が築かれることによって、
親和的な集団が育まれ、特別活動においても、児童生徒が認め合い高めあう活動を生
む土壌となるのである。
　
(3) ともに成長する教師のかかわり
　児童生徒が、特別活動の中で体験した葛藤や充足感、獲得した知見を、教師が日常
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の教育活動の中で、観察、記録、洞察して、その中から学びを得ていくことは、教
師の経験知の積み上げになり、より熟練された教育技術を高めることができる。早
川操（1998）は、「教師にとっても、教室は省察の場であり、探求の場である。」と述
べ、児童生徒の思いがけない反応や回答にであうことで、教師自身が探求者になると
いう協働探究者としての教師の姿勢を示した。経験を学びとしていく探求して姿勢は、
デューイの熟慮的経験と通底する。事象との出会いは、初めに困惑・混乱・疑惑をも
たらすが、推論や解釈、注意深い調査、仮説・検証という一連の思考と行為を繰り返
すことによって思考が深まり、経験知として蓄積されていくのである。
　同じように経験を重んじる立場から、ドナルド・ショーン（Donald. A. Schön）
は、行為の中の省察にもとづく専門家の知恵として、反省的実践家モデルを示した。
ショーンは、実践認識について、行為の中の知（knowing-in-action）、行為の中の省
察（reflecting-in-action）、実践の中の省察（reflecting-in-practice）の 3 点をあげて
いる。行為の中の省察とは、活動中に起こる思考（状況との対話）と実践の振り返
り（行為の後の省察）、一連の実践で起きたことの対象化・検討（行為についての省
察）を含んでいる。この省察を積み重ねていくことを熟練と呼び、熟練した技術によ
り、教師は反省的実践家としての専門的力量を高め、教師の成長につながるとした。
　特別活動は、多様な活動であり、児童生徒の実態や集団の成熟度、人間関係の在り
方など、変化に富み、指導を固定化、法則化することは、児童生徒の自由な発想を退
け、自主性を阻むことにもなる。行為の中の省察によって得られた実践知が、偶発的
に生じる事象に対しても、機会をとらえ、気づきを得て、柔軟な対応によって児童生
徒を導き、新たな価値を生むことにも通じていく。また、教師の児童生徒の見方、と
らえ方も多角化し、実態を見立てる観察力も高まるといえる。
　この“実践からの学び”を記録していくことが、教育実践記録である。教育実践記
録は、記録を綴ることによって、実践を振り返ることであり、ショーンの反省的実践
家モデルにおける行為後の省察に相当する。教育実践記録をつづり、省察によって得
られた見識が、日々の実践において行為の中の省察の基準として次の実践に価値を与
え教師の教育技術を高めるのである。その教育実践記録をもとに、複数の教師でケー
ススタディとして検討するのが、教育実践記録懇談会である。教育実践記録懇談会で
の学びは、参加者にとっても有益なものであるが、発表者にとっては、自らの教育実
践を振り返る場となり、新たな気づきを得る場ともなる。そして、積み上げられた知
見が、暗黙知として自己の内部で熟成し、熟練した教育スキルを持った教師に成長し
ていくのである。小学校新学習指導要領（2017）にも、「教師の世代交代が進むと同
時に、学校内における教師の世代間のバランスが変化し、教育に関わる様々な経験や
知見をどのように継承していくかが課題となり、また、子供たちを取り巻く環境の変
化により学校が抱える課題も複雑化・困難化する中で、これまでどおり学校の工夫だ
けにその実現を委ねることは困難になってきている。」とある。今後、特別活動にお
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いても、児童生徒の実態を把握するための見立てのスキル、指導過程における教師の
適切なかかわり、評価方法などについて、教師相互が高めあうことが、質の高い教育
活動となり、より良き教育実践につながっていくと考えられる。
6．まとめ
　これまで、特別活動における教師の指導については、児童生徒の自主性の育成との
対立軸として、葛藤し揺れ動いてきた。現在、価値観の多様化や個別性の重視などの
社会的変化の中で、新たな教師のかかわりが模索されているのが現状である。教科指
導は、教科を通して身に付けさせるねらいがはっきりしており、教育の教える部分に
重きが置かれている。それに対して、特別活動は、教科外の活動として、児童生徒の
育成にかかわる多様なねらいがあり、教育における育てる部分を担う領域である。そ
の中で、児童生徒の実態そのものより、身に付けさせたい価値や方向性が優先してし
まい、初めに目的ありきで取り組まれてきた面もある。また、学校や学級の中で、踏
襲された活動や行事などをこなす中で、今年の子供はついてこられない、能力が低い
などと評価してしまいがちである。しかし、教師の臨床的かかわりとして、児童生徒
の実態に目を向け、声に耳を傾け、子供から出発するという視点で特別活動を立案、
計画し取り組むことによって、子供の成長が明確になると考えられる。また、教育実
践記録をつづり、反省的実践家として事例から学ぶということは、すなわち子供から
学ぶという教師の姿勢である。今後の特別活動において、臨床的かかわりと反省的実
践家としてのかかわりを取り入れて実践することで、より児童生徒の実態にあった実
践の取り組みができ、児童生徒とともに教師も成長する特別活動の在り方を創出する
ことができるであろう。
注
1　犬塚文雄編著「特別活動論」（2013）2 章「特別活動の成立と発展」（深見俊介）
2　広岡義之編著「新しい特別活動」（2015）第 1 章 2「特別活動の歴史的変遷」（広
岡義之）
3　北村文夫編著「特別活動」（2011）第 2 章第 5 節「特別活動の変遷」（福本みち
よ）
4　磯島秀樹「特別活動のあり方についての一考察」（2014）
5　平成 28 年 12 月 21 日 中央審議会（答申）「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及
び、特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について」よりまとめ
た。
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Study Transition of Special Activities  
and Role of Teachers
Appropriate Teaching by Teacher in New Curriculum Guidance  
for Defining Basic Standard for Education
Sanae TAKAHASHI, Haruo MAGARI
A Study on the Transition of Special Activities and the Role of Teachers
Special activities are considered as an area of educational curriculum in the area of learning 
guidance,…but…as…a…wide…range…of…activities…in…school…life,…it…has…a…profound…influence…on…human…
formation of students.
Special activities are to promote the independence and spontaneity of the student through 
collective…activities…such…as…discussion…activities…and…collaborative…work…at…class…meetings…and…
events etc. and to understand and consider other people, human formation with others, as a 
group Nurturing consciousness and other social nature.
The… important… thing…among… them… is… the…spirit…of…cooperation…and…collaboration…among…
students, and the human relationship that supports it.
Until…now,…respect… for… the…subjectivity…of… the…students…and… teacher’s…guidance…have…been…
viewed…as…conflicting,…but… in… this… revision…of… the…guidance,…concretely…shows… the… teacher’s…
appropriate…guidance…has…been…done.
I would like to consider what is required as a role of the teacher while tracing the transition 
of special activities.
Among…them,…I…would…like…to…refer…to…the…teacher’s…proper…guidance…as…well…as…the…necessity…
of…clinical… involvement…that… the…teacher…clings…to…the…student…and…the…model…of… the…teacher’s…
reflective practitioner growing with the students.
